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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 
  
  

回次 
第42期 

第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第43期 
第１四半期連結 
累計(会計)期間 

第42期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 
至平成20年 
６月30日 

自平成21年 
４月１日 
至平成21年 
６月30日 

自平成20年 
４月１日 
至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  6,746  6,570  31,018

経常利益（百万円）  263  95  3,503

四半期(当期)純利益（百万円）  109  38  1,758

純資産額（百万円）  14,355  15,213  15,567

総資産額（百万円）  24,662  24,640  25,149

１株当たり純資産額（円）  872.78  921.32  943.15

１株当たり四半期(当期)純利益金
額（円） 

 6.65  2.32  106.91

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 6.60  2.31  106.40

自己資本比率（％）  58.2  61.7  61.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 462  701  4,518

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △411  △268  △1,253

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △545  △799  △1,193

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

 10,461  12,531  12,882

従業員数（人）  2,282  2,333  2,298
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
  

  

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

  
  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況 

  （注）  従業員数は就業人員（当社企業グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの出向者を含んで
おります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、嘱託社員を含みます。）
は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ
り、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、嘱託社員を含みます。）は、当第１四半期会
計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,333  (1,075)

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,930  (122)
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第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 
 当社企業グループは、毛髪関連事業の単一事業のため、以下については品目別に記載しております。 

(1）生産実績 
 当第１四半期連結会計期間の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 当社企業グループは、取り扱う品種が多品種であり、販売価格による表示が困難なため、生産数量にて記載し
ております。 

  

(2）受注状況 
 当第１四半期連結会計期間の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 
 当第１四半期連結会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目  

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日）  

 枚数（枚） 前年同四半期比（％）  

オーダーメードかつら  13,191  111.6

合計  13,191  111.6

品目 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日）  

受注高 
（百万円） 

前年同四半期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比 
（％） 

オーダーメードかつら  4,822  86.8  4,257  98.1

合計  4,822  86.8  4,257  98.1

品目 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

オーダーメードかつら（百万円）  4,417 96.1  

  
増毛（百万円）  285 105.0  

育毛ケア（百万円）  68 72.4  

その他商
品 

理容備品（百万円）  217 94.3  

修理（百万円）  53 90.2  

  その他（百万円）  49 83.5  

  その他商品計（百万円）  674 94.2  

  理容サービス（百万円）  1,130 102.4  

サービス
収入 

育毛サービス（百万円）  348 104.6  

  サービス収入計（百万円）  1,479 102.9  

合計  6,570 97.4  
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 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  
  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

  

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在（平成21年８月11日）において当社グループ（当社及び連
結子会社)が判断したものであります。 

    
(１）業績の状況 
 当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、昨秋からの世界的な金融不安の拡大が実体経済に波及したこ
とから、企業業績だけでなく、雇用不安や所得減少による個人消費の冷え込みも一段と深刻になってきており、先
行きは依然不透明な状況となっております。 
 当社の属する毛髪業界におきましても、個人消費が厳しさを増す中、業界全体での売上高は前年比減少している
ものと推測され、競争環境はより一層厳しくなってきております。 
 このような状況のもと、当社グループでは、当事業年度を初年度とする３ヵ年の中期経営計画で打ち出した重点
戦略である、メンズ部門における「新規顧客数の増加と既存顧客の定着強化による安定成長の実現」、レディース
部門における「顧客基盤の拡大とリピート率向上による２桁成長の継続」を実現すべく、新商品の市場投入、効果
的なＴＶ広告の実施、展示試着会の積極的開催等の諸施策を展開してまいりました。 
 しかしながら、当第１四半期連結会計期間の売上高については、上記の我が国経済環境悪化に伴う個人消費の冷
え込みによる影響を克服することができませんでした。 
 この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は6,570百万円（前年同期比2.6％減）、営業利益は107百万円
（前年同期比39.1％減）、経常利益は95百万円（前年同期比63.6％減）、四半期純利益は、38百万円（前年同期比
65.0％減）となりました。 
 主要な商品・サービス別の売上高は次のとおりです。 
（オーダーメードかつら） 
 男性向けオーダーメードかつらについては、前連結会計年度末の2月に市場投入した「ＨＦＬフロンティア」の
売上寄与があったものの、新規・リピートともに前年同期を下回ったため、売上高は2,630百万円(前年同期比
5.0％減)となりました。 
 女性向けオーダーメードウィッグについては、2月に新商品「プリマドンナ」を市場投入し、展示試着会も積極
展開いたしましたが、リピートは増加したものの新規の減少分をカバーすることはできず、売上高は1,785百万円
（前年同期比2.1％減）となりました。 
（その他商品） 
 増毛商品については、男女ともに前年同期を上回ったため、男女合計の売上高は285百万円(前年同期比5.0％増)
となりました。育毛商品については、女性向けが前年同期を上回ったものの、男性向けが前年同期を下回ったた
め、男女合計の売上高は68百万円(前年同期比27.6％減)となりました。 
（サービス収入） 
 理美容サービス収入については、顧客数の増加にともない、男女合計の売上高は1,130百万円(前年同期比2.4％
増)となりました。育毛サービス収入については、女性向けが前年同期を上回ったため、男女合計の売上高は348百
万円(前年同期比4.6％増)となりました。 
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  （２）財政状況 
 （総資産） 
 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ509百万円減少し、24,640百万円とな
りました。これは現金及び預金の減少等により流動資産が335百万円減少したこと、及び投資有価証券の減少等に
より固定資産が174百万円減少したことによるものです。 

  （負債） 
 当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ155百万円減少し、9,427百万円となりま
した。これは前受金、賞与引当金が増加する一方、短期借入金等の減少により流動負債が４百万円減少したことに
加えて、社債の減少等により、固定負債が前連結会計年度末比150百万円減少したことによるものです。 
 （純資産） 
 当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ354百万円減少し、15,213百万円とな
りました。これは主に、配当金の支払いを主因に利益剰余金が374百万円減少したことによるものです。  

  
(３）キャッシュ・フローの状況 
 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、12,531百万円と前連結会
計年度末比350百万円減少しております。 
 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況及びそれらの主な要因は、次のとおりです。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 税金等調整前四半期純利益183百万円に加えて、減価償却費190百万円、賞与引当金の増加242百万円、前受金の
増加236百万円等により701百万円の資金収入（前年同期は462百万円の資金収入)となりました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 有形固定資産の取得による支出175百万円、保証金及び敷金の差入による支出86百万円等により268百万円の資金
支出（前年同期は411百万円の資金支出）となりました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 短期借入金の返済による支出300百万円、社債の償還による支出136百万円、配当金の支払額363百万円等により
799百万円の資金支出（前年同期は545百万円の資金支出）となりました。 

(４）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
  
 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次
のとおりです。  
 当社が企業価値の維持・向上を実現するためには、中長期的な経営戦略に基づき、商品開発力の強化、人材の育
成、グループ経営によるコスト低減、生産性向上を目指した事業展開を実施する等の種々の施策に継続的に取り組
むことが必要であり、また、取引先、従業員、地域住民等のステークホルダーとの信頼関係を維持していくことが
不可欠であると考えております。 
 上記施策の継続的実施や取引先を始めとするステークホルダーとの信頼関係の維持が当社の株式の買付を行う者
によって中長期的に確保されない場合は、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま
す。 
 当社取締役会は、上記の施策の継続的な実施及び取引先を始めとするステークホルダーとの信頼関係の維持が確
保されない、即ち、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資さない当社株式の大量取得や買付提案を行
う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えています。 
 現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって当社に具体的な脅威が発生している訳で
はなく、また、当社として、そのような買付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予
め定めるものではありません。 
 しかしながら当社としましては、株主・投資家の皆様から負託されました当然の責務として、当社株式取引や株
主の異動を常に注視し、当社株式を大量に取得しようとする者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切と
判断する措置を取るものとします。 
 具体的には、社外の専門家を含めて当該買収提案の評価や株式取得者との交渉を行い、当社の企業価値・株主共
同の利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及び内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えるもの
とします。 

(５）研究開発活動 
当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、28百万円であります。 
なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 
 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な
変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 
①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により 
   発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  55,440,000

計  55,440,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月11日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  16,503,300  16,511,100 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式であ
り、単元株式数
は100株でありま
す。 

計  16,503,300  16,511,100 － － 
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（２）【新株予約権等の状況】 
 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 
平成18年３月９日臨時株主総会決議 

 （注）１． 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成18年３月９日開催の臨時株主総会及び同日
開催の臨時取締役会決議のとおり、退職等の一定の条件に該当し、消却した新株予約権の数等を減じており
ます。 

２． 新株予約権１個につき目的となる株式数は、300株であります。 
３． 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に
より生ずる１円未満の端数は切り上げております。 

４． 新株予約権発行後当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整して
おります。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的
たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てておりま
す。 
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

区分 第１四半期会計期間末現在 
（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個） 259（注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 77,700（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり    300 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月10日 
至 平成28年３月９日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     300 
資本組入額    150 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時まで継続し
て当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。
ただし、取締役の任期満了による退任、従業員の定年によ
る退職又はこれらに準ずる正当な理由がある場合にはこの
限りではない。 
 新株予約権者は、新株予約権の全部又は一部を行使でき
る。 
 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を行
使できない。 
 その他の条件は、株主総会及び新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株予約権割当対象者との間で締
結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡・質入その他の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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該当事項はありません。 

（注）１．上記増加は新株予約権行使によるものであります。 
２．平成21年７月１日から平成21年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が7,800株、
資本金及び資本準備金がそれぞれ1,170千円増加しております。 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 
平成21年６月30日 

 3,600  16,503,300  540  2,997,495  540  2,884,995

（５）【大株主の状況】 
大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま
せん。 
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①【発行済株式】 

 （注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社における標準となる株式であります。
２．普通株式には当社所有の自己株式40株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

（６）【議決権の状況】 

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式  
      2,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式  
    16,500,200  

 165,002 （注１） 

単元未満株式 
普通株式  
      1,100   

－ （注２） 

発行済株式総数 16,503,300  － － 

総株主の議決権 －  165,002 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 所有者の住所 自己名義所有

株式数（株） 
他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱アートネイチャー 
東京都渋谷区代々木
三丁目40番７号 

 2,000  －  2,000  0.01

計 －  2,000  －  2,000  0.01

２【株価の推移】 
【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

月別 平成21年４月 ５月 ６月 

最高（円）  641  854  917

最低（円）  595  640  785
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３【役員の状況】 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 
１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸
表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結
累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して
おります。 

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から
平成20年６月30日まで）までに係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平
成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期
連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 10,518,116 10,869,476 
受取手形及び売掛金 － 659,609 
売掛金 520,599 － 
有価証券 2,013,850 2,013,459 
商品及び製品 483,021 528,420 
仕掛品 27,642 29,341 
原材料及び貯蔵品 345,260 368,464 
その他 1,305,394 1,079,051 
貸倒引当金 △1,626 － 

流動資産合計 15,212,257 15,547,823 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） ※1  2,935,989 ※1  2,987,925 

その他（純額） ※1  1,891,835 ※1  1,902,819 

有形固定資産合計 4,827,824 4,890,744 
無形固定資産   
のれん 89,733 103,131 
その他 680,174 695,485 
無形固定資産合計 769,908 798,616 

投資その他の資産   
その他 3,923,557 4,006,503 
貸倒引当金 △93,276 △93,748 

投資その他の資産合計 3,830,280 3,912,755 

固定資産合計 9,428,013 9,602,116 

資産合計 24,640,271 25,149,940 
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 117,378 158,063 
短期借入金 － 292,609 
1年内償還予定の社債 490,000 422,000 
未払法人税等 151,239 173,093 
前受金 3,777,217 3,540,578 
賞与引当金 1,034,309 791,956 
役員賞与引当金 25,000 100,000 
商品保証引当金 13,253 13,267 
その他 1,647,141 1,768,794 
流動負債合計 7,255,540 7,260,363 

固定負債   
社債 － 204,000 
退職給付引当金 1,180,902 1,132,093 
役員退職慰労引当金 964,631 954,070 
その他 25,947 31,810 
固定負債合計 2,171,481 2,321,973 

負債合計 9,427,021 9,582,337 
純資産の部   
株主資本   
資本金 2,997,495 2,996,955 
資本剰余金 2,884,995 2,884,455 
利益剰余金 9,356,194 9,730,413 
自己株式 △562 △562 

株主資本合計 15,238,121 15,611,261 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △617 11,102 
為替換算調整勘定 △34,539 △62,525 

評価・換算差額等合計 △35,157 △51,422 

少数株主持分 10,285 7,764 
純資産合計 15,213,249 15,567,603 

負債純資産合計 24,640,271 25,149,940 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 6,746,949 6,570,162 
売上原価 2,002,168 1,978,847 
売上総利益 4,744,781 4,591,315 
販売費及び一般管理費 ※1  4,568,158 ※1  4,483,698 

営業利益 176,623 107,616 
営業外収益   
受取利息 8,049 2,998 
為替差益 － 9,407 
受取販売奨励金 48,988 14,364 
その他 62,123 14,539 
営業外収益合計 119,161 41,310 

営業外費用   
支払利息 5,311 6,559 
投資有価証券評価損 － 40,911 
貸倒引当金繰入額 21,418 － 
その他 5,860 5,781 
営業外費用合計 32,590 53,252 

経常利益 263,193 95,674 
特別利益   
固定資産売却益 208 316 
投資有価証券売却益 － 93,949 
貸倒引当金戻入額 772 471 
特別利益合計 980 94,736 

特別損失   
固定資産除却損 2,450 6,497 
特別損失合計 2,450 6,497 

税金等調整前四半期純利益 261,724 183,913 

法人税、住民税及び事業税 38,127 143,940 
法人税等調整額 115,437 1,608 
法人税等合計 153,564 145,548 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,051 143 
四半期純利益 109,212 38,221 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 261,724 183,913 
減価償却費 183,629 190,716 
のれん償却額 19,155 13,158 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,573 1,155 
賞与引当金の増減額（△は減少） 262,021 242,312 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △75,000 △75,000 
商品保証引当金の増減額（△は減少） △292 △14 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 40,307 45,136 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △143,686 10,561 
受取利息 △8,049 △2,998 
支払利息 5,311 6,559 
固定資産除却損 2,450 6,497 
固定資産売却損益（△は益） △208 △316 
匿名組合投資損益（△は益） △6,069 △7,123 
投資有価証券売却損益（△は益） － △93,949 
投資有価証券評価損益（△は益） △20,813 40,911 
売上債権の増減額（△は増加） 81,704 140,068 
たな卸資産の増減額（△は増加） △19,277 72,974 
仕入債務の増減額（△は減少） △15,088 △40,939 
前受金の増減額（△は減少） 324,731 236,638 
その他 △426,276 △138,464 

小計 483,845 831,797 
利息の受取額 5,768 2,998 
利息の支払額 △3,753 △10,176 
法人税等の支払額 △23,485 △122,917 

営業活動によるキャッシュ・フロー 462,375 701,702 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △226,613 － 
有形固定資産の取得による支出 △164,956 △175,289 
有形固定資産の売却による収入 － 426 
無形固定資産の取得による支出 △46,508 △36,626 
長期貸付金の回収による収入 674 1,810 
敷金及び保証金の差入による支出 △14,672 △86,623 
敷金及び保証金の回収による収入 31,723 27,933 
匿名組合出資金の払戻による収入 8,834 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △411,518 △268,368 
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 52,200 － 
短期借入金の返済による支出 △86,130 △300,229 
長期借入金の返済による支出 △27,610 － 
社債の償還による支出 △136,000 △136,000 
株式の発行による収入 1,980 1,080 
配当金の支払額 △349,691 △363,973 

財務活動によるキャッシュ・フロー △545,251 △799,122 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20,101 14,818 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △514,494 △350,969 

現金及び現金同等物の期首残高 10,976,249 12,882,936 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  10,461,754 ※1  12,531,966 
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【表示方法の変更】 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、営業
外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１
四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「為替差益」は2,424千円であります。 
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【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、4,827,874千円
であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、4,820,506千円
であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。 

 広告宣伝費 1,449,778千円 

 賞与引当金繰入額 145,688  
 役員賞与引当金繰入額 25,000  

 役員退職慰労引当金繰入額 42,058  

 広告宣伝費 1,327,185千円 

 賞与引当金繰入額 114,184  
 退職給付費用 28,894  
 役員賞与引当金繰入額 25,000  

 役員退職慰労引当金繰入額 10,561  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額と関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額と関係 

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定  8,418,131
預入期間が３か月を超える定期預金  △266,103

有価証券勘定  2,309,727

現金及び現金同等物  10,461,754   

  （千円）

現金及び預金勘定  10,518,116
有価証券勘定  2,013,850

現金及び現金同等物  12,531,966
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（株主資本等関係） 
当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至
平成21年６月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

  
    ３．新株予約権等に関する事項 
      該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
配当金支払額  

  

普通株式 株16,503,300

普通株式 株2,040

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 （千円） 

１株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月25日 
定時株主総会 

普通株式  412,441  25 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金 
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前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間
（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 
当連結グループは、毛髪関連事業を専門に事業展開しており、当該事業以外に事業の種類がないため該当
事項はありません。 
  
  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間
（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 
本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメントの
記載を省略しております。 
  
  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間
（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 
海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載は省略しております。 
   
  

  当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 
  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ
りません。 

  

 当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日） 
 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ
りません。 

  

   当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日） 
   該当事項はありません。 

  

（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

（企業結合等関係） 
   当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日） 
   該当事項はありません。 
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお
りであります。 

  

  

該当事項はありません。 

  
  

 当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日） 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引について、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについて
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行なっておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引
残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。 

  

（１株当たり情報） 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 921.32円 １株当たり純資産額 943.15円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 6.65円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額 

6.60円

１株当たり四半期純利益金額 2.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額 

2.31円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  109,212  38,221
普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  109,212  38,221
期中平均株式数（千株）  16,432  16,501

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  103  45
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要 

 ―――――――  ――――――― 

（重要な後発事象） 

（リース取引関係） 

２【その他】 
該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月７日

株式会社アートネイチャー 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 仙 波 春 雄  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 杉 岡 喜 幸  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 布施木 孝 叔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アート

ネイチャーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日

から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アートネイチャー及び連結子会社の平成20年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 
２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月７日

株式会社アートネイチャー 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 仙 波 春 雄  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 杉 岡 喜 幸  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 布施木 孝 叔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アート

ネイチャーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アートネイチャー及び連結子会社の平成21年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 
２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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